
 

平成２６年度当初予算 行政運営の取組 取組概要 

 

40801 公共事業の適正な執行・管理    （県土整備部） 

40802 公共事業を推進するための体制づくり（県土整備部） 

（主担当部局：県土整備部）         

 

めざす姿 

公共事業の実施プロセスの公正性・透明性を確保し、事業を適正に実施することにより、県民の皆さん

の公共事業への信頼感が向上していることをめざします。 

 

平成 27 年度末での到達目標 

これまで進めてきた公共事業の再評価、事後評価の適切な実施、事業情報の県民の皆さんへの提供と有効

活用等を進める取組に加え、地域の建設業者の地域・社会貢献の取組などを評価し、優良な企業が受注でき

るような入札制度の運用等に取り組むことにより、公共事業が適正に運営されていることをめざします。 

 

県民指標     

目標項目 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

公共事業への
信頼度 

 95.0％ 95.5％ 
 

96.3％ 96.3％ 

94.6％ 97.3％    

目標項目の説明と平成 26 年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

公共事業評価制度において、「三重県公共事業評価審査委員会」で審査を受け妥当とされた割
合と総合評価方式の入札において、地域・社会貢献の取組実績がある企業が受注した件数の
割合の平均値 

26 年度目標 
値の考え方 

公共事業への信頼度を向上させるため、公共事業の適正な執行・管理や公共事業を推進する
ための体制づくりに取り組んだことなどにより、24 年度の実績値は 27 年度目標値を上回り
ました。26 年度の目標値については、27 年度目標値を維持することとして、27 年度目標値
と同値としました。 

 

活動指標      

基本事業 目標項目 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

40801 公共事

業 の 適 正 な 執

行・管理(県土整

備部) 

公共事業再評

価・事後評価達

成度 

 97.2％ 97.3％ 
 

97.5％ 97.5％ 

97.1％ 97.2％    

40802  公共事

業を推進するた

めの体制づくり

(県土整備部) 

受注者の地域・

社会貢献度 

 92.8％ 93.6％ 

 
95.0％ 95.0％ 

92.1％ 97.3％    

 

 

 

 

 

 

   

       

     

行政運営８ 公共事業推進の支援 



 

進捗状況（現状と課題） 

・公共事業の実施プロセスの透明性を確保するため、公共事業評価システムの運用を行っています。透明

性の確保及び向上のために、評価内容について、一層分かりやすい説明に努める必要があります。 

・ＣＡＬＳ／ＥＣ（公共事業支援統合情報システム）については、電子調達システムをはじめとする各シ

ステムを安定運用することで、県民への情報提供や受発注者の事務の効率化に一定の役割を果たしていま

す。電子調達システムについては、保守期限を迎えることから、開発・運用コストの縮減と受発注者の入

札業務の効率化を図るため、公共事業電子調達システムと物件等電子調達システムの統合による新たな電

子調達システムの構築を進めており、平成 26 年度中の運用開始をめざしています。新たなシステムが円

滑に運用されるように取り組む必要があります。 

・「三重県建設産業活性化プラン」に基づく取組については、建設業界と県との間で、これまでの取組状況

や今後の取組についても情報を共有する場を設け、連携を深めています。また、優先的に進める取組につ

いても整理し、取り組んでいます。今後も、技術力を持ち地域に貢献できる建設業の育成を進めるため、

「三重県建設産業活性化プラン」に基づいた取組を着実に実施することが必要です。 

・総合評価方式の見直しについては、制度の検証や課題の整理を行い、受注者側、発注者側の意見を聴取

しながら、見直し内容等の検討を進めています。   

 

 

平成 26 年度の取組方向 

 

 

・公共事業の評価については、マニュアルに定められた定量的な効果だけでなく、地域の実情など定性的

な効果についても、より分かりやすく説明できるよう取り組みます。 

・公共事業電子調達システムと物件等電子調達システムの統合による新たな電子調達システムについては、

運用開始後、円滑に運用されるようにシステムを利用する多くの受発注者への周知や研修、問い合わせ

への対応などに取り組みます。 

・引き続き、建設業界と連携し、技術力を持ち地域に貢献できる建設業の育成を目指して「三重県建設産業

活性化プラン」に基づいた取組を着実に実施します。 

・地域・社会に貢献し、技術力を持った企業が受注できるように総合評価方式を見直し、運用していきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県土整備部 



 

 

 

 

● 公共事業評価システム事業【基本事業名：40801公共事業の適正な執行・管理】 

   予算額：(25)  ８，５５９千円 → (26)   ５，４５３千円 

   事業概要：公共事業の効率的・効果的な実施と実施過程の透明性の向上を図るため、評価システムの

検証・改善を行い、適切な運用を図ります。 

 

● 公共事業電子調達システム事業【基本事業名：40801公共事業の適正な執行・管理】 

予算額：(25)  １４４，６５２千円 → (26)  １９，７９３千円 

事業概要：電子調達システムについて、適切な運用・管理を行い、県民の皆さんへの入札情報の提供

と受発注者の入札業務の効率化を支援します。 

 

● 建設業経営多角化支援事業【基本事業名：40802公共事業を推進するための体制づくり】 

   予算額：(25)   １，１１５千円 → (26)   １，１４７千円 

   事業概要：「三重県建設産業活性化プラン」に基づき、建設業の経営多角化等の支援を行うなど、地域

建設業の経営強化に取り組みます。 

 

● 公共工事総合評価方式運用事業【基本事業名：40802公共事業を推進するための体制づくり】 

   予算額：(25)  ３，３９７千円 → (26)   ３，２８９千円 

   事業概要：総合評価方式の実施状況についてアンケート調査等による検証を行うとともに、外部有識

者会議（三重県公共工事等総合評価意見聴取会）の意見などにより、公正で透明な制度とな

るよう改善に取り組みます。 

 

 

 

 

 

主な事業 

県土整備部 


